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「一般乗合旅客自動車運送事業者に対する行政処分等の 
        基準について」の一部改正について 
 
 標記について、別添のとおり各地方運輸局長及び沖縄総合事務局長あて通達したので、

了知するとともに、傘下会員に対し周知徹底を図られたい。 
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 各地方運輸局長  殿 
  沖縄総合事務局長 殿 
 
 
 
                         物流・自動車局長 
                                               （公 印 省 略） 
 
 

「一般乗合旅客自動車運送事業者に対する行政処分等の 
        基準について」の一部改正について 
 
 
 今般、「一般乗合旅客自動車運送事業者に対する行政処分等の基準について」（平成 25

年 9 月 17 日付け国自安第 138 号、国自旅第 218 号、国自整第 162 号）の一部を別添新旧

対照表のとおり改正したので、遺漏なきよう取り扱うとともに、関係事業者に対し周知さ

れたい。 
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別 添 

一般乗合旅客自動車運送事業者に対する行政処分等の基準について（新旧対照表） 

 

新 

 

旧 

 

国 自 安 第 １ ３ ８ 号 

国 自 旅 第 ２ １ ８ 号 

国 自 整 第 １ ６ ２ 号 

平成２５年９月１７日 

一部改正 平成２６ 年１月 ２４ 日 

一部改正 平成２６ 年１月 ２４ 日 

一部改正 平成２６ 年４月 ２５ 日 

一部改正 平 成 ２ ６ 年 ７ 月 ７ 日 

一部改正 平成２８ 年６月 ３０ 日 

一部改正 平成２８年１１月１８日 

一部改正 平成２９ 年１月 １３ 日 

一部改正 平成２９ 年３月 １４ 日 

一部改正 平成３０ 年３月 ３０ 日 

一部改正 令和２年 １１月 １８ 日 

一部改正 令 和 ３ 年 ５ 月 ２ ８ 日 

一部改正 令 和 ５ 年 ９ 月 ２ ９ 日 

一部改正 令 和 ６ 年 ３ 月 ２ ９ 日 

一部改正 令 和 ６ 年 ９ 月 １ ９ 日 

 

 各 地 方 運 輸 局 長  殿 

 沖縄総合事務局長  殿 

 

自 動 車 局 長 

 

 

一般乗合旅客自動車運送事業者に対する行政処分等の基準について 

 

 

（略） 

 

国 自 安 第 １ ３ ８ 号 

国 自 旅 第 ２ １ ８ 号 

国 自 整 第 １ ６ ２ 号 

平成２５年９月１７日 

一部改正 平成２６ 年１月 ２４ 日 

一部改正 平成２６ 年１月 ２４ 日 

一部改正 平成２６ 年４月 ２５ 日 

一部改正 平 成 ２ ６ 年 ７ 月 ７ 日 

一部改正 平成２８ 年６月 ３０ 日 

一部改正 平成２８年１１月１８日 

一部改正 平成２９ 年１月 １３ 日 

一部改正 平成２９ 年３月 １４ 日 

一部改正 平成３０ 年３月 ３０ 日 

一部改正 令和２年 １１月 １８ 日 

一部改正 令 和 ３ 年 ５ 月 ２ ８ 日 

一部改正 令 和 ５ 年 ９ 月 ２ ９ 日 

一部改正 令 和 ６ 年 ３ 月 ２ ９ 日 

 

 

 各 地 方 運 輸 局 長  殿 

 沖縄総合事務局長  殿 

 

自 動 車 局 長 

 

 

一般乗合旅客自動車運送事業者に対する行政処分等の基準について 

 

 

（略） 
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附 則（略） 

附 則（令和６年９月１９日 国自安第６４号、国自旅第１８２号、国自整第１３１号） 

１．この通達は、令和６年１０月１日から施行する。 

２．令和６年９月３０日以前の違反行為については、改正前の通達に定める規定により

行政処分等を行うものとする。 

 

 

附 則（略） 

（新設） 

 

 

 



別表

適　用　条　項 事　　　　　　　　　　　項 適　用　条　項 事　　　　　　　　　　　項

　運輸規則第１６条 遅延に関する公示義務違反 勧告 警告 　運輸規則第１６条 遅延の掲示義務違反 勧告 警告
　運輸規則第１７条 事故に関する公示義務違反 勧告 警告 　運輸規則第１７条 事故に関する掲示義務違反 勧告 警告
　運輸規則第２１条第１項 １　「旅客自動車運送事業運輸規則第２１条第１項の規定 　運輸規則第２１条第１項 １　「旅客自動車運送事業運輸規則第２１条第１項の規定

　に基づき、事業用自動車の運転者の勤務時間及び乗 　に基づき、事業用自動車の運転者の勤務時間及び乗
　務時間に係る基準 」（ 平成１３年国土交通省告示第１６ 　務時間に係る基準 」（ 平成１３年国土交通省告示第１６
　７５号。以下「勤務時間等基準告示」という。）に従った勤務時 　７５号。以下「乗務時間等告示」という。）に従った勤務時
　間及び乗務時間の設定違反 　間及び乗務時間の設定違反
　①設定不適切 警告 １０日車 　①設定不適切 警告 １０日車
　②未設定 １０日車 ２０日車 　②未設定 １０日車 ２０日車
２　勤務時間等基準告示の遵守違反（注１） ２　乗務時間等告示の遵守違反（注１）
　①各事項の未遵守計５件以下 警告 １０日車 　①各事項の未遵守計５件以下 警告 １０日車
　②各事項の未遵守計６件以上１５件以下 １０日車 ２０日車 　②各事項の未遵守計６件以上１５件以下 １０日車 ２０日車
　③各事項の未遵守計１６件以上（注２） ２０日車 ４０日車 　③各事項の未遵守計１６件以上（注２） ２０日車 ４０日車

　①　各事項の未遵守計１件 １０日車 ２０日車 　①　各事項の未遵守計１件 １０日車 ２０日車
　②　各事項の未遵守計２件以上 ２０日車 ４０日車 　②　各事項の未遵守計２件以上 ２０日車 ４０日車
（注２） （注２）

　運輸規則第２４条 点呼の実施義務違反（注１）（点呼が必要な回数 　運輸規則第２４条 点呼の実施義務違反（注１）（点呼が必要な回数
　第１項、第２項 100回に対して） 　第１項、第２項 100回に対して）

　１ 未実施（注２） 　１ 未実施（新設）
　 ①未実施１９件以下 警告 １０日車 　 ①未実施１９件以下 警告 １０日車
　 ②未実施２０件以上４９件以下 １０日車 ２０日車 　 ②未実施２０件以上４９件以下 １０日車 ２０日車
　 ③未実施５０件以上（注３） ２０日車 ４０日車 　 ③未実施５０件以上（注２） ２０日車 ４０日車
　２ 不適切（注４） 　２ 不適切（新設）
　 ①一部実施不適切 警告 １０日車 　 ①一部実施不適切 警告 １０日車
　 ②全て実施不適切 １０日車 ２０日車 　 ②全て実施不適切 １０日車 ２０日車
　３ 飲酒運転防止に係る点呼実施義務違反（注５） １００日車 ２００日車 （新設）
（注１） （注１）
　未実施と実施不適切とが混在する場合、基準日車等の大きい方により算定する。 　・補助者の要件を満たしていない者が実施した場合ｊは、点呼未実施とする。

　・運行管理者、補助者の自己による点呼は、点呼未実施とする。
　・点呼を対面によらず電話その他の方法で実施（運行上やむを得ない場合を除く。）した場合は点呼未実施とする。
　・「実施不適切は」実施事項に不備がある場合をいう。

　 　・未実施と実施不適切が混在する場合、基準日車の大きい方により算定する。
（注２） （新設）
　以下の場合は未実施とする。なお、点呼の実施については、点呼の記録によって確認するものとする。ただし、運転者
等に係る点呼について明らかに実施したことを事業者が書面等により証明した場合はこの限りではない。
　・省令に規定される点呼事項が全く実施されていない点呼
　・補助者の要件を満たしていない者が実施した点呼
　・運行管理者、補助者の自己による点呼
　・対面によらず電話その他の方法で実施（運行上やむ得ない場合を除く。）した点呼
　・運行の業務の開始前に点呼を行わず、業務の開始後に行った点呼
　・運行の業務の終了後に点呼を行わず、業務の終了前に行った点呼
（注３） （注２）

（注４） （新設）
　以下の場合は不適切とする。なお、点呼実施の確認方法は（注２）と同様とする。
　・省令に規定される点呼事項のうち一部が実施されていない点呼

　・アルコール検知器による酒気帯びの有無の確認をしていない点呼
（注５） （新設）

　運輸規則第３８条第１項 「旅客自動車運送事業者が事業用自動車の運転者に対し 　運輸規則第３８条第１項 「旅客自動車運送事業者が事業用自動車の運転者に対し
て行う指導及び監督の指針」（平成１３年国土交通省告示第 て行う指導及び監督の指針」（平成１３年国土交通省告示第
１６７６号。以下「運転者に対する指導監督告示」という。） １６７６号。以下「運転者に対する指導監督告示」という。）
による運転者に対する指導監督義務違反 による運転者に対する指導監督義務違反
　１　「３」「４」以外の違反（注１） 　１　「２」「３」以外の違反（注１）
　　①一部不適切 警告 １０日車 　　①一部不適切 警告 １０日車
　　②大部分不適切 １０日車 ２０日車 　　②大部分不適切 １０日車 ２０日車
　２　飲酒運転防止に係る指導監督義務違反（注２） １００日車 ２００日車 （新設）
　３　最高速度違反行為（下命又は容認に係るものを除く。） 　２　最高速度違反行為（下命又は容認に係るものを除く。）
　　　に係る都道府県公安委員会からの道路交通法通知等 　　　に係る都道府県公安委員会からの道路交通法通知等
　　　に係るもの（注３） 　　　に係るもの（注２）

別紙１ 別紙１

　・実施不適切（未実施を含む）である点呼が、点呼が必要な回数100回に対して一部である場合は「一部実施不適切」、
　　全部である場合は「全て実施不適切」とする。

　酒酔い・酒気帯び運行が確認された場合。ただし、当該運転者に係る点呼について、明らかに実施されていることを点
呼記録により事業者が証明した場合を除く。

　１か月の拘束時間又は４週間を平均した１週間当たりの拘束時間及び休日労働の限度に関する違反が確認された場
合は、上記の件数として計上し基準日車等を算出するとともに、さらに別立てで次のとおり基準日車を算出し、上記の基
準日車等に合算する。

　１か月の拘束時間又は４週間を平均した１週間当たりの拘束時間及び休日労働の限度に関する違反が確認された場
合は、上記の件数として計上し基準日車等を算出するとともに、さらに別立てで次のとおり基準日車を算出し、上記の基
準日車等に合算する。

　　通達本文４．（１）②ハに該当するものを除く。 　　通達本文４．（１）②ハに該当するものを除く。

　通達本文４．（１）②ニに該当するものを除く。 　通達本文４．（１）②ニに該当するものを除く。

○一般乗合旅客自動車運送事業者に対する違反事項ごとの行政処分等の基準　　　新旧対照表

新 旧
違　　　　反　　　　行　　　　為 基準日車等 違　　　　反　　　　行　　　　為 基準日車等

初違反 再　違　反 初違反 再　違　反

（注１） （注１）
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　４　駐停車違反（駐停車禁止場所及び駐車禁止場所に 　３　駐停車違反（駐停車禁止場所及び駐車禁止場所に
　　　よる違反をいう。以下同じ。）、自動車を離れて直ちに 　　　よる違反をいう。以下同じ。）、自動車を離れて直ちに

　　　運転することができない状態にする行為（以下「放置 　　　運転することができない状態にする行為（以下「放置

   　 駐車違反」という。）等運転者の道路交通法違反（３の    　 駐車違反」という。）等運転者の道路交通法違反（２の

      違反並びに救護義務違反、酒酔い運転、薬物等使用       違反並びに救護義務違反、酒酔い運転、薬物等使用

　　  運転、妨害運転、無免許運転、酒気帯び運転及び過 　　  運転、妨害運転、無免許運転、酒気帯び運転及び過

   　 労運転を除く。）に係る都道府県公安委員会からの道    　 労運転を除く。）に係る都道府県公安委員会からの道

   　 路交通法通知等に係るもの（注３）    　 路交通法通知等に係るもの（注２）

（注１） （注１）

　　「一部不適切」は、運転者に対する指導監督告示により必要な指導監督の実施状況が２分の１以上である場合を 　　「一部不適切」は、運転者に対する指導監督告示により必要な指導監督の実施状況が２分の１以上である場合を

　　いい、「大部分不適切」は、実施状況が２分の１未満である場合をいう。 　　いい、「大部分不適切」は、実施状況が２分の１未満である場合をいう。

（注２） （新設）
　酒酔い・酒気帯び運行が確認された場合。ただし、当該運転者に係る飲酒運転防止に関する指導について、明ら

かに実施されていることを指導記録により事業者が証明した場合を除く。

（注３） （注２）

　　通達本文３．（３）の規定により、別途個別に処分するものとする。 　　通達本文３．（３）の規定により、別途個別に処分するものとする。

別紙２ 別紙２
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